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【背景・目的】 
 
背景：火山災害では、複数の火山現象が同時に発生し得るため、的確な避難行動をとるには、科学的
知識に基づいて状況を理解し判断することが重要である。これまでの研究から、模擬実験を用いた授
業は火山現象の理解に有効であることが示されてきた。一方で、災害時に主体的に行動する能力を養
うには、科学的知識に加え、防災に関する「考える力」や意思決定力を身につける必要があり、その
ためには小学校から中学校までを見通した一貫したカリキュラムのもとで、体系的に学ぶことが求め
られる。 
目的：本研究では、科学的知識に基づいて主体的に行動できる災害に強い小中学生の育成に資するた
め、小中一貫・分野横断型の「富士山防災学習カリキュラム」の構築と、そのコンテンツとなる富士
山版クロスロードおよび実験教材の開発を行う。令和7年度は初年度として、カリキュラム構築に向
けた基礎設計を進めるとともに、主要コンテンツの試作と授業実践を通じて、それらの有効性と課題
を検証した。 
 
【研究・成果等】 
本年度（令和7年度）は、富士山防災学習カリキュラムの構築に向けた初年度の取組として、実験教
材および富士山版クロスロード教材の開発、ならびに小学校3校7クラス、中学校2校での授業実践・
ワークショップを実施した。これにより、教材の教育効果を確認するとともに、学年段階に応じた配
置や内容構成上の課題を把握した。 
 
1. 溶岩流・噴煙実験教材の開発と授業実践 
富士北麓地域の小学校において、立体模型等を活用した溶岩流・噴煙実験教材の授業実践を行った。
富士河口湖町立河口小学校では、6年生1クラスを対象に、担任教員と富士山研研究員によるティーム
・ティーチングで1時限の授業を実施し、タブレット端末を用いたAIによる意見集約も取り入れなが
ら、地域特性を踏まえて降灰および降灰後土石流を重点的に扱った（図1）。富士河口湖町立勝山小
学校では、6年生2クラス合同で、研究員が2時限の授業を担当し、従来の溶岩流実験に加えて噴煙実
験を導入した（図2）。忍野村立忍野小学校では、6年生4クラスそれぞれに対して、理科担当教員と
研究員の連携により2時限の授業を行い、噴煙実験も加えた構成とした。 
 
授業前後のアンケート結果を比較したところ、溶岩流や火山灰に関する理解は向上した。一方で、噴
煙実験とあわせて火砕流も扱った授業では、複数の火山現象を同時に取り上げたことにより印象が分
散し、火砕流に関する理解の向上は明瞭ではなかった。これらの結果から、実験教材は火山現象の理
解促進に有効である一方、1回の授業で扱う現象の数や組み合わせについては精査が必要であること
が示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. クロスロード教材の開発とワークショップ 
火山活動が活発化もしくは噴火時の意思決定を考える教材として、小中学生向けの富士山版クロスロ
ードを開発し（図3）、富士吉田市立富士見台中学校および富士河口湖町立勝山中学校でワークショ
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図 2 勝山小学校での授業実践の様子。右図の溶
岩流実験に加えて左図の噴煙実験を取り入れた
授業を作成し、実践した。 

 

 

 

図 1 河口小学校で従来の授業案にタブレット
を取り入れた授業実践の様子。 

 



 

 

ップを実施した。富士見台中学校では1～3年生44
名、勝山中学校では2年生47名を対象とした。ワー
クショップでは、富士山の火山現象や過去の噴火
事例等を踏まえつつ、正解のない状況において自
ら判断し、他者の考え方との違いを認識する学び
を重視した。富士見台中学校では、生徒に加えて
保護者・教員も参加する形で実施し、学校での学
びを家庭や地域へ広げる契機となった。 
その結果、富士山版クロスロードを用いることで
、火山噴火時の行動判断には「火山現象の理解」
だけでなく、「他者との価値観の違いを認識しな
がら考える力」が重要であることを体験的に学ば
せることができた。また、事後アンケートからは
、学校での学びが家庭内の対話へ波及する可能性
も確認された（図4）。 
 
3. カリキュラム構築に向けた成果 
 
本年度の実践を通じて、実験教材は火山現象の科
学的理解を深めるうえで有効であり、富士山版ク
ロスロードは災害時の意思決定や主体的行動を考
える力を育むうえで有効であることが確認された
。すなわち、富士山防災学習カリキュラムの構築
においては、両者を相補的に位置づけることが重
要であることが明らかとなった。次年度以降は、
既存の富士山学習とこれらの教材をどの学年・教
科に配置するかを整理し、小学校4年生から中学校
3年生までを見通した分野横断型カリキュラムとし
て体系化を進める予定である。 
 
 
【成果の応用範囲・留意点】 
 
成果の応用範囲：構築したカリキュラムおよび開発した実験教材・クロスロード教材は、富士山北麓
の市町村を中心とした小中学校での導入・活用が
期待される 。児童への教育にとどまらず、家庭で
の対話を通じて親世代へ知識が伝播し、長期的に
は地域住民が的確に避難できる地域づくり（地域
防災力の向上）に貢献する。 
留意点：実験授業の実践結果から、1回の授業で複
数の火山現象（溶岩流、噴煙、火砕流など）を同
時に扱うと、児童の印象が分散し個別の現象への
理解が十分に深まらない可能性が示唆された。そ
のため、カリキュラム構築においては、小中一貫
の強みを活かし、学年や発達段階に応じて扱う火
山現象を整理し、段階的かつ体系的に学べるよう
工夫する必要がある。 
今後は、各教材を単独で活用するだけでなく、小
学校4年生から中学校3年生までの理科・社会・総
合的な学習の時間にどのように位置づけるかを整
理し、学年段階に応じて段階的・体系的に学べる
小中一貫カリキュラムとして再構成していく必要
がある。 
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図 3 富士山版クロスロードの設問 

 
図 4 勝山中学校でのクロスロードワーク
ショップと事後アンケートの結果の一例 


